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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．第28期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

４．１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４ 経理の状況」中、「１ 四半期連結財務諸表」の「１株当たり情

報」に記載しております。 

なお、平成22年度の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」の算定にあたり、「１株当たり当期純利

益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年6月30日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成22年6月30日）を適用し、遡及処理しておりますが、

表示上の数値には影響ありません。  

５．四半期連結財務諸表規則第64条第３項及び第83条の２第３項により、四半期連結会計期間に係る四半期連結

損益計算書及び四半期連結包括利益計算書を作成しております。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第28期

第３四半期 
連結累計期間 

第29期
第３四半期 
連結累計期間 

第28期

会計期間 
自平成22年４月１日
至平成22年12月31日 

自平成23年４月１日
至平成23年12月31日 

自平成22年４月１日
至平成23年３月31日 

売上高（千円） 

（第３四半期連結会計期間） 

 

 

5,872,259

(1,793,420)

 

 

6,329,036

(2,094,564)
 8,202,312

経常利益又は経常損失（△）（千円）  △112,008  565,510  318,350

四半期（当期）純利益（千円） 

（第３四半期連結会計期間） 

 

 

969,563

(40,164)

 

 

275,601

(58,252)
 1,149,871

四半期包括利益又は包括利益（千円）  959,468  270,774  1,142,071

純資産額（千円）  6,262,095  6,382,153  6,349,194

総資産額（千円）  15,689,106  14,704,234  15,604,755

１株当たり四半期（当期）純利益金額

（円） 

（第３四半期連結会計期間） 

 

 

122.04

(5.06)

 

 

35.63

(7.60)
 145.34

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額（円） 
 121.38  35.33  144.55

自己資本比率（％）  39.3  42.7  40.0
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 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

   

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。 

  

(1）業績の状況 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響により企業の生産活動が一時は低迷し

たものの、徐々に復旧が進み回復基調に転じてきております。しかし、欧州の金融不安と米国の景気停滞による

円高進行や株価安等の不安材料も多く、景気の先行きは依然として不透明なまま推移しております。当社の主要

販売先であります調剤薬局を取り巻く環境といたしましても、来年度の診療報酬制度の改定や景気の先行きが不

透明であることから、経営環境は予断を許さない状況となっており、新規出店やシステム入れ替えなどの設備投

資に対して慎重になっております。このような状況にあって当社グループは、変革し続ける医療業界におきまし

てＩＴ技術を駆使したソリューションを通し、医療サービスの向上を引き続き支援、リードしてまいりました。 

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は、6,329百万円（前年同期比7.8％増）、経常利益565百万円

（前年同期 経常損失112百万円）、四半期純利益275百万円（前年同期比71.6％減）となりました。四半期純利

益につきましては前年同期を下回っておりますが、前年同期の業績数値には、当社で保有しておりました株式会

社祥漢堂の株式の90％を三井物産株式会社に譲渡したことによる株式譲渡益が含まれております。当四半期にお

きましては、ビジネスモデルを転換して４年目を迎え、ユーザー数も順調に増加したことで、ストックビジネス

による安定した収益基盤を確立できつつあることが、前年同期を大幅に上回る経常利益に繫がっております。 

  

セグメントの業績は、以下のとおりであります。 

  

①調剤薬局向けシステム事業及びその関連事業 

調剤薬局向けシステム事業につきましては、ストックビジネスモデルによる収益基盤のさらなる拡大を目指

し、「Ｒｅｃｅｐｔｙ ＮＥＸＴ」のユーザー数拡大に注力いたしました。その結果、ストックビジネスの市場

での評価が定着してきたこともあり、当第３四半期の販売台数は当初予想を下回ったものの、第２四半期に引き

続き前年同期を大幅に上回りました。 

ネットワーク事業につきましては、競争が激化している調剤薬局業界において、薬局間のデータ共有化・効率

化を容易に低コストで構築可能な薬局間情報共有システム「ＮＥＴ－α」の利用件数が順調に増加しておりま

す。また、国立感染症研究所感染症情報センターとの共同研究である「感染症流行探知サービス」の利用薬局も

引き続き順調に増加しており、開通待ちのお客様を含めて全国で約7,200件のお客様にご利用いただいておりま

す。平成22年６月22日に「高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（ＩＴ戦略本部）」より発表された「新

たな情報通信技術戦略 工程表」に記載されている「『どこでもＭＹ病院』構想の実現」におきましては、沖縄

県浦添市に続き、香川県高松市、島根県出雲市など他の地域の実証事業にも当社は参加しております。この実証

事業は、国が医療情報のＩＴ化を後押ししており、高い注目を集めております。 

医科システム事業につきましては、医事会計システム「Ｍｅｄｉｃａｌ Ｒｅｃｅｐｔｙ ＮＥＸＴ クラー

クスタイル」及び電子カルテシステム「Ｍｅｄｉｃａｌ Ｒｅｃｅｐｔｙ ＮＥＸＴ カルテスタイル」のユー

ザー数拡大を目指し、上期に引き続き新規販売チャネルの開拓に注力いたしました。その結果、第３四半期とい

たしましては、当初予想を下回ったものの前年同期を上回る販売台数となり、第４四半期以降の受注獲得も期待

されます。 

新大阪ブリックビルにつきましては、テナント事務所は約95％の入居率、クリニックモールには４クリニック

が入居しており、引き続き入居先の増加に努めております。また、ビル資産の有効活用につきましては、市況の

動きに合わせて慎重に検討しております。 

２【事業の内容】

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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この結果、当第３四半期連結累計期間の調剤薬局向けシステム事業及びその関連事業は、売上高6,334百万円

（前年同期比25.9％増）、営業利益383百万円（前年同期 営業損失313百万円）となり、当初見通しを上回る結

果となりました。なお、調剤薬局向けシステム事業の売上高が連結売上高を上回っている主な要因といたしまし

ては、連結子会社の益盟軟件系統開発（南京）有限公司の株式会社イーエムシステムズに対するソフトウェア開

発受託売上を連結相殺する前の金額を記載しているためであります。 

  

②その他の事業 

その他の事業につきましては、株式会社ラソンテにおきまして、引き続き各事業で付加価値の高いサービス内

容を強化して事業を推し進めてまいりました。スポーツジム「ＬＡＳＡＮＴＥ」につきましては、特長である

「完全個別対応」の付加価値を活かして会員数の増加を継続的に図ることで、当初見通しを上回る売上高となり

ました。保育園「ＬａＬａ Ｋｉｄｓ」につきましても、食育および知育プログラム、園児個々の対応をご評価

いただき、園児数は着実に増加しております。また、貸会議室におきましても、需要は順調に伸びており、新大

阪駅前という立地の良さと施設の質感やサービス内容をご評価いただき、リピーターの増加による着実な収益確

保で事業全体の底上げができました。 

この結果、当第３四半期連結累計期間のその他の事業は、売上高190百万円（前年同期比17.6％増）、営業利益

44百万円（前年同期比80.9％増）となり、当初見通しを上回る結果となりました。 

  

（上記セグメント別の売上高及び営業利益、営業損失は、セグメント間の内部取引消去前の金額であります。） 

  

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

(3）研究開発活動 

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、10百万円であります。これは、調

剤薬局事業において、新製品の開発に取り組んだことによるものであります。  
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成24年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。 

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。 

  

（注）新株予約権の行使による増加であります。 

  

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  16,550,000

計  16,550,000

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成23年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成24年２月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  8,005,550  8,005,550
東京証券取引所 

市場第二部 

単元株式数 

100株  

計  8,005,550  8,005,550 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成23年10月１日～ 

平成23年12月31日 

（注） 

 27,000  8,005,550  11,151  1,601,815  11,151  1,572,920

（６）【大株主の状況】
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当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

 （注）１．当第３四半期会計期間において、平成23年８月30日開催の取締役会決議に基づき 株、平成23年11月

７日開催の取締役会決議に基づき 株、合計 株の自己株式を取得しております。 

    ２．上記１による自己株式の取得により、平成23年12月31日現在において、当社は自己株式 株を保有

しております。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。 

(1）新任役員 

該当事項はありません。 

  

(2）退任役員 

該当事項はありません。 

  

(3）役職の異動 

  

（７）【議決権の状況】

  平成23年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    204,300 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   7,773,200  77,732 － 

単元未満株式 普通株式     1,050 － － 

発行済株式総数  7,978,550 － － 

総株主の議決権 －  77,732 － 

  平成23年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社イーエム

システムズ 

大阪市淀川区宮原

一丁目６番１号 
 204,300  －  204,300  2.56

計 －  204,300  －  204,300  2.56

78,100

70,700 148,800

353,106

２【役員の状況】

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

代表取締役社長 

兼中国関連事業本部長 
代表取締役社長 國光  浩三 平成23年７月１日 

代表取締役専務 

管理本部長兼経理部長 

代表取締役専務 

管理本部長 
青山  明 平成23年９月21日 

常務取締役執行役員 

営業統括担当 

兼西日本支社長 

兼株式会社メデファクト取締役 

常務取締役執行役員 

営業統括担当 

兼西日本支社長 

大石 憲司 平成23年11月18日 

常務取締役執行役員 

株式会社メデファクト代表取締役社長 

兼益盟軟件系統開発(南京)有限公司 

副董事長 

常務取締役執行役員 

開発本部長 

兼益盟軟件系統開発(南京)有限公司 

副董事長 

寺内 信夫 平成23年11月18日 
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、四半期連結財務諸表規則第64条第４項及び第83条の２第３項により、四半期連結会計期間に係る四半期連結

損益計算書及び四半期連結包括利益計算書を作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平

成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,134,655 779,789

受取手形及び売掛金 1,776,611 ※1  1,520,905

有価証券 200,029 200,123

商品及び製品 74,174 115,865

原材料及び貯蔵品 1,773 1,585

その他 356,046 563,787

貸倒引当金 △180 △170

流動資産合計 3,543,110 3,181,886

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,148,552 1,085,433

土地 706,716 702,881

リース資産（純額） 187,006 158,776

その他（純額） 101,231 70,488

有形固定資産合計 2,143,507 2,017,580

無形固定資産   

ソフトウエア 413,037 308,775

リース資産 4,592 3,411

その他 5,271 5,244

無形固定資産合計 422,900 317,431

投資その他の資産   

投資不動産（純額） 8,677,440 8,448,795

その他 818,174 738,905

貸倒引当金 △378 △363

投資その他の資産合計 9,495,236 9,187,337

固定資産合計 12,061,645 11,522,348

資産合計 15,604,755 14,704,234

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 551,506 475,944

短期借入金 － 400,000

1年内返済予定の長期借入金 480,000 480,000

未払金 263,323 300,741

リース債務 69,607 66,436

未払法人税等 497,392 55,811

賞与引当金 189,428 135,956

ポイント引当金 － 404

その他 677,906 736,871

流動負債合計 2,729,164 2,652,167
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

固定負債   

長期借入金 5,276,000 4,416,000

リース債務 139,370 111,999

退職給付引当金 258,073 279,333

役員退職慰労引当金 1,120 －

製品保証引当金 245,270 171,879

長期預り保証金 587,630 679,381

長期未払金 18,931 11,321

固定負債合計 6,526,395 5,669,914

負債合計 9,255,560 8,322,081

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,579,926 1,601,815

資本剰余金 1,551,031 1,572,920

利益剰余金 3,249,272 3,385,047

自己株式 △128,394 △273,617

株主資本合計 6,251,835 6,286,165

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △798 △1,998

為替換算調整勘定 △6,695 △10,323

その他の包括利益累計額合計 △7,494 △12,321

新株予約権 104,853 108,309

純資産合計 6,349,194 6,382,153

負債純資産合計 15,604,755 14,704,234
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

売上高 5,872,259 6,329,036

売上原価 3,196,258 3,119,949

売上総利益 2,676,001 3,209,086

販売費及び一般管理費 2,968,132 2,816,171

営業利益又は営業損失（△） △292,131 392,915

営業外収益   

受取利息 5,522 6,282

受取配当金 138 7,138

不動産賃貸収入 688,498 668,614

製品保証引当金戻入額 － 29,603

その他 8,043 7,025

営業外収益合計 702,202 718,664

営業外費用   

支払利息 60,376 41,171

支払手数料 835 －

不動産賃貸費用 388,035 373,269

持分法による投資損失 67,125 118,677

その他 5,707 12,949

営業外費用合計 522,079 546,068

経常利益又は経常損失（△） △112,008 565,510

特別利益   

関係会社株式売却益 1,134,158 －

特別利益合計 1,134,158 －

特別損失   

固定資産売却損 － 87

固定資産除却損 1,219 217

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 10,036 －

減損損失 ※1  135,692 －

災害による損失 － 236

特別損失合計 146,947 541

税金等調整前四半期純利益 875,202 564,969

法人税等 △94,360 289,367

少数株主損益調整前四半期純利益 969,563 275,601

四半期純利益 969,563 275,601
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【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成23年10月１日 
 至 平成23年12月31日) 

売上高 1,793,420 2,094,564

売上原価 880,124 1,029,914

売上総利益 913,295 1,064,650

販売費及び一般管理費 894,374 966,635

営業利益 18,921 98,014

営業外収益   

受取利息 2,120 2,201

受取配当金 69 69

不動産賃貸収入 223,924 241,492

その他 3,692 1,553

営業外収益合計 229,806 245,316

営業外費用   

支払利息 16,234 11,294

支払手数料 653 －

不動産賃貸費用 134,539 129,238

持分法による投資損失 20,170 35,806

その他 2,780 2,004

営業外費用合計 174,378 178,343

経常利益 74,350 164,987

特別損失   

固定資産除却損 948 22

特別損失合計 948 22

税金等調整前四半期純利益 73,401 164,964

法人税等 33,236 106,712

少数株主損益調整前四半期純利益 40,164 58,252

四半期純利益 40,164 58,252
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 969,563 275,601

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △702 △1,200

為替換算調整勘定 △9,391 △3,627

その他の包括利益合計 △10,094 △4,827

四半期包括利益 959,468 270,774

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 959,468 270,774

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成23年10月１日 
 至 平成23年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 40,164 58,252

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 671 △510

為替換算調整勘定 △6,435 △4,649

その他の包括利益合計 △5,764 △5,159

四半期包括利益 34,400 53,092

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 34,400 53,092

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【会計方針の変更等】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

（１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用） 

第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年６月

30日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成22年６月30

日）を適用しております。 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オプ

ションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価額

のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。 

なお、これに伴う影響はありません。  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

税金費用の計算 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の

税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

（退職給付引当金の変更） 

当社は、確定給付企業年金法の施行にともない、平成23年11月１日より適格退職年金制度を確定給付企業年金制度

へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用しております。こ

れによる損益に与える影響はありません。 

（ポイント引当金） 

将来の「ＥＭオンラインＳＨＯＰ」の利用による費用負担に備えるため、利用実績率に基づき翌期以降に利用され

ると見込まれるポイントに対する所要額を計上しております。 

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は404千円減少して

おります。 

（法人税率の変更等による影響） 

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第

114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平

成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率

の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、当第３四半期連結会計期間を含む連

結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の見積実効税率は従来の51.06％から53.64％となります。

この税率変更により、未払法人税等は 千円増加し、法人税等は同額増加しております。 13,549
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当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（平成23年12月31日） 

 １        ──────  

  

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形 

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、当第３四半期連結会計期間の末日が金融機関の

休日でしたが、満期日に決済が行われたものとして処

理しております。当第３四半期連結会計期間末日満期

手形の金額は、次のとおりであります。 

  受取手形 2,643千円

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

※１ 当社グループは以下の資産について減損損失を計

上しております。 

 当社グループは、管理会計上の区分ごとにグルー

ピングを行っております。 

 上記資産のうち、東京都及び兵庫県の固定資産

は、将来の利用が見込まれなくなったため、遊休資

産と区分し、大阪府の事業用資産は、当初想定して

いた収益が見込めなくなったため、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として

特別損失に計上しております。減損損失の内訳は建

物及び構築物 千円、土地 千円、その他

有形固定資産 千円であります。 

 なお、回収可能価額については正味売却価額によ

り測定しております。 

場所 用途 種類 減損損失 

大阪府 

大阪市 
事業用資産 建物・構築物等 千円103,239

東京都 

大田区 
遊休資産 土地・建物 千円9,775

兵庫県 

篠山市 
遊休資産 土地・建物等 千円22,677

106,929 15,015

13,746

 １         ──────  

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第３四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

減価償却費 千円 643,274 千円 562,678
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Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日） 

１．配当金支払額 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年12月31日） 

１．配当金支払額 

  

２．株主資本の金額の著しい変動 

当第３四半期連結累計期間において、平成23年８月30日及び平成23年11月７日開催の取締役会決議に基

づき自己株式の取得を行いました。これにより、自己株式が 千円増加しております。 

  

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額は、主にセグメント間取引消去であります。 

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

（固定資産に係る重要な減損損失） 

該当事項はありません。  

  

（のれんの金額の重要な変動） 

該当事項はありません。 

  

（重要な負ののれん発生益） 

該当事項はありません。 

  

（株主資本等関係）

  
決議 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  103,370 13 平成22年３月31日 平成22年６月30日  利益剰余金 

  
決議 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  139,826 18 平成23年３月31日 平成23年６月30日  利益剰余金 

145,223

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  （単位：千円）

  

  

  

報告セグメント  

調整額 

（注）１  

四半期連結

損益計算書

計上額 

調剤薬局向け

システム事業
及びその関連

事業 

調剤薬局事業 その他の事業 計 

売上高           

外部顧客への売上高  4,966,425 853,141 86,557  5,906,125  △33,865 5,872,259

セグメント間の内部
売上高又は振替高  65,085 － 75,672  140,757  △140,757 －

計  5,031,510 853,141 162,230  6,046,882  △174,622 5,872,259

セグメント利益又は損

失（△）（注）２ 
 △313,521 13,879 24,675  △274,966  △17,165 △292,131
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（注）１．セグメント利益の調整額は、主にセグメント間取引消去であります。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

３．前連結会計年度において、調剤薬局事業を営んでおりました株式会社祥漢堂を連結の範囲から除外し

たことにより、報告セグメントから調剤薬局事業を除いております。  

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

（固定資産に係る重要な減損損失） 

該当事項はありません。  

  

（のれんの金額の重要な変動） 

該当事項はありません。 

  

（重要な負ののれん発生益） 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

  （単位：千円）

  

  

  

報告セグメント  

調整額 
（注）１ 

四半期連結
損益計算書

計上額 

調剤薬局向け

システム事業

及びその関連

事業 

その他の事業 計 

売上高         

外部顧客への売上高 6,251,752 127,399  6,379,151  △50,115 6,329,036

セグメント間の内部売上高又は
振替高 82,364 63,416  145,780  △145,780 －

計 6,334,116 190,816  6,524,932  △195,896 6,329,036

セグメント利益（注）２ 383,491 44,630  428,122  △35,207 392,915

（企業結合等関係）

2012/02/13 20:50:5711800706_第３四半期報告書_20120213205030

- 16 -



 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

  

該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

  
前第３四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

(1）１株当たり四半期純利益金額 円04銭 122 円 銭 35 63

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（千円）  969,563  275,601

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円）  969,563  275,601

普通株式の期中平均株式数（株）  7,944,496  7,734,867

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 円 銭 121 38 円 銭 35 33

（算定上の基礎）     

四半期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（株）  43,526  66,366

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

 － － 

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社イーエ

ムシステムズの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成23年10月１

日から平成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任  

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論  

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社イーエムシステムズ及び連結子会社の平成23年12月31日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成24年２月13日

株式会社イーエムシステムズ 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 小市 裕之  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 内田  聡   印 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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